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状況の中で平成の大合併が進められ、1998 年 10 月













































三遠南信広域圏は、図 1 に示すとおり 3 県境の市
町村による広域連携で、総面積は 7,588.22 ㎢、人口
総数は 2,472,744 人である 5)。2008 年には第 1 次ビ
ジョンが策定され、三遠南信地域連携ビジョン推進
会議（以下、SENA）の設置に関する規約が同年に施






































































































































































① 地域医療体制の充実(施策 44) 
② 地域防災体制の充実(施策 47) 
③ 三遠南信自動車道に対する要望 (施策 1) 
④ 広域交通ネットワークへのアクセスのための環
境整備(施策 2) 
⑤ 交流や体験を通じた移住定住の促進(施策 40) 
⑥ 食農に関する 6 次産業化(施策 21) 
⑦ 地場産品の販促プロモーション(施策 34) 
⑧ 雇用確保や新規就農支援を通じた移住定住の促
進(施策 43) 
























 三遠南信自動車道に対する要望 (施策 1) 
 広域交通ネットワークへのアクセスのための環
境整備(施策 2) 









 東海道新幹線の再生(施策 7) 
 浜松三ケ日・豊橋道路に対する要望(施策 8) 
 スマートインターの設置・活用(施策 10) 
 航空宇宙産業の育成と拠点整備(施策 19) 
 先端自動車技術に関する産業振興(施策 20) 
 飯田線を生かした周辺地域の活性化(施策 29) 
 天竜浜名湖線を生かした周辺地域の活性化(施策30) 







































＝  広域の標準偏差＝ ）。ここでは、便宜的に標
準偏差の基準を 1.0 と 0.8 に設定し、市町村域の標
準偏差が 1.0 より大きく広域のそれが 0.8 より小さ
い（ ）場合、広域連携施策とし
て意見一致が図りやすいと判断する。該当施策は
図3からわかるとおりつぎの 3 つである。 
 
 三遠南信自動車道に対する要望(施策 1) 








 スマートインターの設置・活用(施策 10) 
 先端自動車技術に関する産業振興(施策 20) 





















飯田市、伊那市の 5 市を中心市として、それ以外 34
市町村との広域連携施策に対する自治体意向にどの
ような差があるかを検証する。 
図 4 に示すとおり、三遠南信の中心 5 市の広域連
（出所）筆者作成 













向にある。対応のない 2 標本による t 検定を実施し
たところ、1％水準で帰無仮説が棄却されたため、2
つの標本の平均には差があるといえる。つぎに、中
心 5 市と 5 市以外の評価の平均（5 市の平均＝�� 5
市以外の平均＝��	）の差が顕著な施策を個別に見て
いく。まず、5 市の評価平均が 5 市以外のそれより
高くなおかつその差が大きい（�� �	�� � ���）施策
は、つぎのとおりである。 
 
 港湾施設の利用促進(施策 3) 
 空港施設の利用促進(施策 4) 
 東海道新幹線の再生(施策 7) 
 インバウンド獲得のための観光プロモーション
(施策 31) 
 地産地消の推進(施策 35) 
 
一方、5 市以外の評価平均の方が高く差が大きい
（�� �	�� � ����）のは、つぎの施策である。 
 
 高速通信情報網の整備・拡張(施策 11) 










































































































018 年 2 月 19 日）を参照されたい。 
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